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　   平成27年6月  葉町議会定例会
葉町サイクリングターミナル条例の   改正を含む16案件が議決されました。

＝定例会・臨時会等が

楢葉町役場庁舎において再開されました＝

　楢葉町の各課の業務が役場庁舎において、一部再開されました。

　今後、他の町業務についても徐々に役場庁舎で再開される動きを受け、議会としても、

議事の進行を滞りなく進め、本来あるべき議会の姿を取り戻すため、この６月定例会よ

り楢葉町役場庁舎３階議場において、会議を再開しました。

　今後は定例会や臨時会、全員協議会等について、役場庁舎の議場において開催される

ことになります。

６月定例会期間中、サッカー日本代表ユニフォームを着用し女子サッカーワールドカップ応援

報　　告

平成26年度一般会計繰越明許費繰越計算書

　地方自治法施行令第146条第２稿の規定に基づ

き繰越明許費計算書を報告。【賛成全員：承認】

◆�主な事業名　地方創生、商工会館改修、津波防

災対策ビューポイント整備、災害公営住宅、農

地災害復旧総合グラウンド、サイクリングター

ミナルしおかぜ荘等災害復旧等、22事業

◆27年度への繰越額�合計17億3,589万1千円

平成26年度下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書

　地方自治法施行令第146条第２稿の規定に基づ

き繰越明許費計算書を報告。【賛成全員：承認】

◆主な事業名　

　�下水道施設移設設計、管渠災害復旧工事、南地

区浄化センター災害復旧工事、水道施設移設工

事補償費　計４事業

◆27年度への繰越額�合計３億5,945万円
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　   平成27年6月  葉町議会定例会
葉町サイクリングターミナル条例の   改正を含む16案件が議決されました。

　提出された、報告２件、議案11件、発議１件、陳情１件、推薦1件、の計16件については、

慎重に審議された結果、原案どおり可決・承認されました。

条例の制定・改正

工事請負・備品購入契約の締結

平成27年度補正予算

農業委員会委員の推薦

葉町福島再生加速化交付金（帰還環境
整備）基金条例の制定

　福島復興再生特別措置法に規定する帰還環境整

備交付金事業等の実施に要する財源に充てるため

の基金を設置するため制定。【賛成全員：可決】

葉町介護保険条例の改正

　介護保険法施行令及び介護保険国庫負担金算定

等に関する政令の一部改正に伴い、保険料率につ

いて改正するため。【賛成全員：可決】

葉町サイクリングターミナル条例の改正

　大規模改修工事及び備品整備等を実施している

本施設について、改修後の利用料金及び利用時間

等を改正するため。【賛成10・反対１：可決】

ならは天神岬温泉しおかぜ荘条例の改正

　大規模改修工事及び備品整備等を実施している

本施設について、改修後の利用料金及び利用時間

等を改正するため。【賛成９・反対２：可決】

工事請負契約

◆一ツ屋住宅団地災害公営住宅建設工事

【全員賛成：可決】

・契約相手　　（合）諸橋建設工業

・契約金額　　２億1,902万４千円

◆葉中学校グラウンド整備工事【全員賛成：可決】

・契約相手　　鴻池・草野特定建設工事共同体

・契約金額　　３億2,832万円

備品購入契約

◆サイクリングターミナル・しおかぜ荘備品購入

【全員賛成：可決】

・契約相手　　㈱双葉事務器

・契約金額　　3,024万円

【一般会計予算(第２号)】

　予算総額に１億6,150万円を追加し、歳入歳出

予算の総額を、それぞれ205億8,750万円とする。

【賛成10・反対１：可決】

【国民健康保険特別会計(第１号)】

　予算総額に57万８千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を、それぞれ17億9,191万７千円とする。

【賛成全員：可決】

【介護保険特別会計予算(第１号)】

　予算総額に35万７千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を、それぞれ９億5,813万１千円とする。

【賛成全員：可決】

【後期高齢者医療特別会計予算(第１号)】

　予算総額に27万7千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を、それぞれ2,530万７千円とする。

【賛成全員：可決】

楢葉町議会からの推薦委員（３名）【賛成全員：承認】

▽�渡　部　　昇　　氏（井出）

▽�渡　邉　秀　幸　氏（山田岡）

▽�岩　間　尊　弥　氏（下小塙）
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≪件　名≫

「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による就学支援事業の継続を求める陳情書

「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による就学支援事業の継続の意見書

　東日本大震災から４年が経過しました。

　平成23年度に創設された「被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金」から、平成27年度に引き継

がれた「被災児童生徒就学支援等事業交付金」について、学校で学ぶための諸経費及び通学費（スクー

ルバスの諸経費を含む）等の補助が行われ、極めて有効な支援事業として機能しています。

　しかし、現在も多くの子どもたちが福島県内外で避難生活を送り、避難先のそれぞれの学校で学ん

でいますが、未だにふるさとに帰還することもできず、経済的な支援を今後も必要とする子どもが多

くいます。特に、仮設住宅及び借り上げ住宅に暮らす子どもたちは、大変厳しい環境の中で生活し、

学んでいます。

　また、福島県のみならず、宮城県、岩手県など広範囲の被災地でも多くの子どもの就学支援が必要

とされています。

　この様な状況を鑑みれば、この「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による就学支援は非常に重

要であり、平成28年度以降も継続し必要な財政措置を行い、被災した子どもたちに引き続き、就学

の支援が実施できるようにする必要があります。

　以上のことから、下記の事項の実現について、地方自治法第99条にもとづき、意見書を提出します。

記

１．�東日本大震災によって経済的に困窮している家庭の子どもたちの就学等を保障するため、引き続

き、平成28年度も全額国費による「被災児童生徒就学支援等事業交付金」を継続すること。

福島県楢葉町議会

陳情事件について

≪陳情の趣旨≫

　東日本大震災で被災し、経済的理由により就学等が

困難な子どもを対象に、国による就学支援等が行われ

ています。

　平成23年度の国の補正予算において、平成26年度

まで必要な支援ができるよう「被災児童生徒就学支援

等臨時特例交付金」が創設されました。

　平成27年度には基金方式ではないものの「被災児

童生徒就学支援等事業交付金」として継続されました。

　国の東日本大震災復興特別会計は来年度以降も続き

ますが、集中復興期間は平成27年度で終了すること

になっており、復興事業の見直しが検討されています。

　こうした状況をふまえ、経済的に困窮している家庭

の子どもたちの就学等が保障されるよう、下記事項に

ついて「被災児童生徒就学支援等事業交付金」による

就学支援事業の継続と必要な財政措置を関係機関に求

める意見書の提出をお願いすべく陳情いたします。

福島県教職員組合中央執行委員長　角　田　政　志

　現在も楢葉町のみならず、多くの児童生徒が県内外に避難し、厳しい環境のなか就学し、経済的支援を必要

としている方々が多くいる状況を鑑み、本交付金制度について、昨年に引き続き継続の必要性があると判断し、

採択とした。

◆提出先　復興大臣、文部科学大臣、総務大臣、財務大臣� ◆提出日　平成27年６月25日付け

≪付託委員会（経済福祉常任委員会）による審査意見≫

≪意見書の提出≫

≪陳情者≫
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報告
１

【葉ならでは祭の開催】

　３月21日、楢葉中学校（町内）及びここなら商店街を会場に開催されました。

　当日は天神太鼓うしお会の演奏、東国原英夫さんの笑いを交えた講演、各年代の楢葉中学校

卒業生が集まったミニ同窓会、復興を確かめる町内めぐりバスツアーなど様々なプログラムを

実施、約2,500名もの皆さまにご来場いただきました。

報告
２

【町原子力施設監視委員会からの報告】

　３月27日提出の報告書では、福島第一原発及び第二原発の廃炉作業と安全確保の現状につ

いて、専門家の立場から確認・評価した内容がまとめられ、当面は住民の避難が必要とする新

たな事態が発生する可能性は低いと評価されました。

報告
３

【葉町保健福祉計画の策定】

　避難生活の支援のみならず、帰町後の新しい生活を見据えた取り組みを総合的かつ計画的に

推進することを目的に策定、実現に向け推進していきます。

報告
４

【町行政組織の改編】

　町内の庁舎においては、昨年６月から建設課、産業振興課、環境防災課、放射線対策課によ

る「帰町準備室」を設置しました。

　今年４月からは住民票、戸籍、印鑑証明、各種税証明の発行ができる体制を整備、新産業創

造室（庁舎内）と教育総務課（こども園舎内）も町内で執務を再開しています。また、政策広

報室を新設し広報や秘書業務を一体化し、体制強化を図っています。

報告
５

【木戸川での鮭の稚魚放流】

　４月17日、木戸川において、震災後２度目となる鮭の稚魚１万匹の放流を行いました。

　今後、鮭ふ化施設及びやな場を早急に復旧させ、木戸川漁業協同組合と連携し取り込みを進

めていきます。

報告
６

【準備宿泊の実施】

　４月６日から実施されている準備宿泊は、６月７日現在で320世帯、673人の方が登録さ

れています。準備宿泊中の体制として、国において受付コールセンターからの宿泊状況の電話

確認、町における保健師や職員による戸別訪問など見守りと相談などの体制整備をしています。

宿泊者からは買い物が不便、飲料水や近隣住民が居ないことなどへの不安がある一方、住める

ようになって良かった等の意見がありました。

報告
７

【春の叙勲】

　元楢葉町議会議員の遠藤保男氏がこれまでの地方自治などへの貢献により、平成27年春の

叙勲において、旭日双光章（きょくじつそうこうしょう）を受章されました。

　保男氏は、昭和60年９月、51歳で町議会議員に初当選して以来、平成17年８月までの５

期20年間在職されました。

　特に平成９年９月からの４年間は副議長、平成13年９月からの４年間は議長として議会の

円滑な運営にご尽力いただいたことに加え、長年にわたる楢葉町土地改良区へのご尽力や楢葉

町消防団に在籍された功績が認められたものです。

＝ 町 政 諸 般 報 告 ＝
６月定例会において、下記のとおり町政報告がありました。
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≪　要　望　事　項　≫

　国が示した避難指示解除時期並びにこれまでの要望で未だ不十分

な事項について、国及び東京電力㈱に対し、要望活動を行いました。
要望活動

≪国へ要望書を提出≫

　平成27年７月２日・３日の両日、国の関係

省庁等におもむき、要望書を提出いたしました。

　提出先及び要望の内容については、以下のと

おりです。

【提出先】

　経済産業省

　文部科学省

　環境省

　復興庁

　自民党東日本大震災復興加速化本部

望月環境大臣(環境省)

≪　要　望　の　趣　旨　≫

　東京電力㈱福島第一原子力発電所事故災害による
「超・長期の避難生活」も４年余りが経過した。
　町民は今なお、ふるさとを離れ依然として厳しい
生活を余儀なくされ、長期間放置した住宅環境の劣
化は著しく、汚損した住宅の修繕等も始まったが、
資材調達、建築業者手配等もあり完了までに長期間
を要する状況下にある。
　この度、「原子力災害からの福島復興指針」の改
定が閣議決定され、この中で精神的損害賠償につい
ては、避難解除時期に関わらず、事故から６年後に
解除する場合と同等の支払いを東京電力が行うよ
う、国が適切に指導することが盛り込まれた。
　これまで精神的賠償は、原子力損害賠償紛争審査

会の中間指針に基づく避難指示解除後、「相当期間」
を最低でも３年以上と繰り返し要望してきた当町議
会の指摘事項にほぼ合致する内容であり評価をする
ところである。
　今般、準備宿泊が行われている中、政府より盆前
の避難指示解除の方針が示されたが、町内の生活機
能の回復状況が脆弱であり多くの町民は、今後の生
活再建への道筋も見通せない状況下にある。
　特に、帰町時期の判断は福島第一原子力発電所の
事故収束はじめ廃炉に向けた中長期ロードマップの
進捗、除染の検証、汚染水対策、飲料水の安全確保、
元の生活機能の回復状況等を総合的に勘案すること
が重要である。よって下記のとおり要望する。

１　避難指示解除は、帰還環境が十分に整うことを前
提とすること。

２　汚染水問題をはじめ福島第一原子力発電所事故の
廃炉に向けた取組みを完全かつ着実に実施すること。

３　木戸ダムは重要な水源であることから、ダム湖底
の浚渫並びに森林除染の徹底を図ること。

４　追加被曝線量を１mSv/年間が達成するよう追加
除染を行うこと。

５　町内仮置場の除染廃棄物は安全かつ早期に移送を
完了させること。

６　住居確保損害を除く財物賠償は、避難期間に関係
なく一律全損とすること。

７　福島第二原発の潜在的リスクを考慮し、国は東電
に対し早急に廃炉決定に向けた行政指導を行うこと。

８　税の減免措置並びに医療費・高速道路の無料化等
の支援措置の継続をすること。

９　集中復興期間終了後も町の復興関連事業への支援
充実と十分なる予算措置を講ずること。

高木副大臣(経産省)

浜田副大臣(復興庁)
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≪東京電力㈱へ決議書を提出≫

　平成27年７月３日、東京電力株式会社本社において、決議書を手渡しました。

　決議書の内容等は以下のとおりです。

田中局長(文科省) 額賀本部長(自民党東日本大震災復興加速化本部)

≪　決　議　書　≫

≪　決　議　事　項　≫

　東京電力㈱福島第一原子力発電所事故災害によ

る「超・長期の避難生活」も４年余りが経過した。

　町民は今なお、ふるさとを離れ依然として厳し

い生活を余儀なくされ、長期間放置した住宅環境

の劣化は著しく、汚損した住宅の修繕等も始まっ

たばかりである。しかし、資材調達、建築業者手

配等もあり完了までに長期間を要する状況下にあ

る。

　この度、「原子力災害からの福島復興指針」の

改定が閣議決定され、この中で精神的損害につい

ては、避難解除時期に関わらず、事故から６年後

に解除する場合と同等の支払いを東京電力が行う

よう、国が適切に指導することが盛り込まれた。

　これまで精神的賠償は、避難指示解除後「相当

期間」を最低でも３年以上と繰り返し要望してき

た当町議会の指摘事項にほぼ合致する内容であ

り、評価するところである。

　現在、準備宿泊が行われているが今後、帰町、

移住の選択を含め町民は安心して暮らせる生活再

建への道筋も見通せず心労は究極の状況下にあ

る。

　町は昨年５月下旬、諸条件が整うことを前提に

早ければ今年の春以降の帰町を目指すことを表明

した。

　しかし、帰町の時期は福島第一原子力発電所の

事故収束をはじめ廃炉に向けた中長期ロードマッ

プの順守、万全な汚染水対策、元の生活機能の回

復状況等、総合的に検討しながらの帰町時期判断

の見極めが求められる。

　さらに、帰町に最も重要な飲料水源の安全確保

をはじめ除染効果に疑問を抱く町民も数多く、特

に若い世代は帰町に否定的な傾向にある。よって

下記のとおり決議する。

１　汚染水問題をはじめ福島第一原子力発電所事
故の廃炉に向けた取組みを完全かつ着実に実施
すること。

　
２　住居確保損害を除く財物賠償は避難期間に関

係なく一律全損とすること。
　　　　　　　　　　　
３　福島第二原発の潜在的リスクを考慮し、早急

に廃炉決定を行うこと。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　町の復興事業への支援と地元雇用を含めた地

域振興策を講ずること。　
　　
　なお、本決議に対する回答を早急に書面により
求めるものである。

東京電力へ決議書を提出
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いっぱん
質問 町政を問う! 松 本  清 恵　議員

◆葉町コンパクトタウンについて

　今後、少子高齢化及び原発事故

による人口減少が危惧される。町

では存続のためコンパクトタウン

計画を進めているが、次の点につ

いて伺いたい。

■問�　目標人口数は何人か。

■答�　（町長）災害公営住宅の入居

者及び宅地分譲ゾーンに居住

する町内外の方を合わせ、約

700人を想定している。

　　日常生活に不可欠な商業、医

療施設をコンパクトタウンに集

約しつつ、町内外から住民を受

け入れる体制をとりながら、町

全体として住みよいまちづくり

を進めていきたい。

■問�　楢葉町以外の目標人口数は、

何人か。

■答�　（町長）新たな産業に従事す

る就業者や研究者のほか、町外

からの居住者の受け皿となるこ

とを目指しているところ。

　　目標人口の設定は行っていな

い。町外からの居住者の受け入

れ態勢もしっかりと整え、にぎ

わい回復に取り組んでいきた

い。

■問�　自宅を取り壊した町民が、町

内に新築する場合、コンパクト

タウンの区域内に作ってもらう

考えはあるか。

■答�　（町長）コンパクトタウンは

再建先の選択肢の一つとなると

考えている。

■問�　このまちづくりに町民がどの

様に関わっているのか具体的に

伺いたい。

■答�　（復興推進課長）町民の方々、

若い方や高齢者の意見も必要だ

と考えているので、様々な意見

を求める機会を設けながら整備

を進めていきたい。

■問�　市民農園などを整備する考え

はあるか。

■答�　（復興推進課長）農地法など

法的な部分があり、それを詰め

ながら具体的にエリア形成に努

めていきたい。

■問�　食品の安全のために検査体制

や医療、福祉施設（人工透析等）

の体制を充実すべきと思うが。

■答�　（町長）町民で透析をされて

いる方が二十数名いるというよ

うに認識している。

　　各機関に要望を重ねて、なる

べく近づけるように努力してま

いりたい。

■問�　災害公営住宅は一人暮らしは

３ＬＤＫには入れない等の規制

は設けるのか。

■答�　（建設課長）特に制限は設け

ていないが、２ＬＤＫと３ＬＤ

Ｋでは家賃の設定が変わってく

る状況。

■問�　平成29年３月まで災害公営

住宅はできない。解除になって

も帰れない状況だが。

■答�　（復興推進課長）一時的に町営

住宅に入居していただくなどの対

応も考えながら、しっかりと住民

に寄り添って進めていきたい。

■問�　空き家の対策は。

■答�　（復興推進課長）帰りたくて

も帰る家がない町民の方、長期

避難者の方、研究者の方などに

貸していただけるような形で早

急に進めていきたい。

◆温水プール等建設について

■問�　帰町した町民の健康維持対策

の施設として、温水プール等を

造り健康保持と定着を図るなど

の対策を考えているか。

■答�　（町長）Ｊヴィレッジ等の既

存施設を活用し、帰町した町民

の健康維持並びに増進に取り組

んでまいりたい。

◆町の賠償について

■問�　楢葉町においても、他の市町

と同様に東電に対し、賠償を請

求したが支払いはあったのか、

その後の経過はどうなっている

か。

■答�　（町長）葉町として９億

9,909万5,601円の損害賠償

請求を行っている。本年５月現

在において854万6,685円の

入金を確認。請求したものにつ

いて、一日でも早く賠償される

よう東京電力と協議を進めてい

るところ。

■問�　追加賠償請求はあるのか。

■答�　（町長）下水道事業特別会計

や平成24年度以降の損害につ

いても損失額を精査し、継続し

て損害賠償請求を行ってまいり

たい。
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いっぱん
質問 町政を問う! 結 城  政 重　議員

◆ 帰町判断をめぐる町の現状

　について

　国は、避難指示解除の要件を満

たしたとして、帰還に向けた準備

宿泊を４/ ６～７/ ５まで実施し、

その間に住民懇談会や町との協議

を進めながら、解除時期を決めた

いと説明しているが、特に要件の

ひとつである年間20mSv以下と

いう基準が本当に安全なのか、疑

問がある。このことから、以下に

ついて伺いたい。

■問�　準備宿泊の実態はどのように

なっているのか。

■答�　（町長）登録状況は、６月７

日現在で320世帯、673名。

日々平均して100世帯ほどが

宿泊している状況。

■問�　泊まっている方の家族構成や

年齢層はどのようになっている

のか。

■答�　（復興推進課長）高齢者のご

夫婦が多いというような現状。

■問�　週に１～２回、あるいは１カ

月に１回泊まっているという声

も聞くが、継続して泊まってい

る方はどれぐらいいるのか。

■答�　（復興推進課長）個別の数字

は持ち合わせていない。継続し

て宿泊している世帯もいると聞

いている。

■問�　宿泊者がペットボトルの水を

飲んでいると聞いているが実態

を把握しているか。

■答�　（放射線対策課長）家庭訪問

の中でも水に対する不安の声も

聞いている。水の安全について

はその都度答えをさせていただ

いている状況。

■問�　夜不安で泊まっていられない

という声も聞くが。

■答�　（復興推進課長）国や町にも

届いている。夜家の明かりをつ

けるなど安心できる環境づくり

に取り組んでいきたい。

■問�　住民懇談会の内容は把握して

いるか。

■答�　（町長）４月25日から５月

10日の間、計12回、国主催に

より開催され、合計478名の

町民が出席し、放射線や飲料水

への不安、買い物や医療、福祉

施設の充実、住宅の再建、原発

への不安といった意見が寄せら

れたと聞いている。

■問�　低線量被ばくが及ぼす人体へ

の影響について尋ねたい。

■答�　（町長）100mSv以下では

他の要因による影響で隠れてし

まうほど小さいため、疫学的に

増加を証明することは難しい。

　　疫学調査以外の科学的手法で

も現時点ではリスクを明らかに

するに至っていないのが現状。

■問�　国は100mSv以下は余りリ

スクはないとしているが、一方

では放射能にしきい値はないと

いう考え方がある。

　�　そういった中で国は解除要件

の一つとして、空間線量で推定

された積算線量が年間20mSv

以下であることを上げており、

この数値に対し町はどのように

理解しているのか。

■答�　（放射線対策課長）避難の基

準というふうに考えている。

■問�　年間５mSvということも一

つの基準になっているが。

■答�　（放射線対策課長）電離則に

よる管理区域の考え方と理解し

ている。

■問�　管理区域については基準を超

えるおそれのある区域には標識

によって明示しなければならな

いが、町内のその様な区域にも

明示する必要があるのではない

か。

■答�　（放射線対策課長）先ずはデー

タを蓄積し、適切な放射線防護

の対策を様々な方面からしっか

りやっていく。

要望　我々が帰還する際には、買

物環境や医療機関の整備、ある

いは公営住宅の建設や仮置場の

解消等の様々な要件があるが、

特に楢葉町の将来を背負って立

つ若い人たちや子供たちが戻る

ためには、何といっても放射線

に対する不安や恐怖心を取り除

いてやることが急務である。

　　そのためにも、安心して暮ら

せる環境を取り戻すため、徹底

した除染を国に求めるよう要望

する。
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いっぱん
質問 町政を問う! 宇佐見  雅 夫　議員

◆ 復興計画に示された産業集積
　ゾ ーンの取り組み状況を問う

　楢葉町の復興を進める上で、地

元に根付いた雇用をどう確保する

かが、大きな課題と言える。復興

計画に示された波倉、営団、下繁

岡地区の一部を含む産業集積ゾー

ンの実現は、重要な施策の一つで

あり、若者の帰町意識を喚起する

ためにも企業誘致の可否が町の復

興に大きく関わってくる。そこで、

この取り組みについて、以下につ

いて伺いたい。

■問�　産業集積ゾーンとして、土地

利用計画に至った経過は。

■答�　（町長）復興計画第二次基づ

き土地利用計画において産業再

生エリアの整備を計画。大規模

な用地の確保が可能であるこ

と、住家が少ないこと、事業費

を抑制できることなど様々な観

点を踏まえて波倉、営団及び下

繁岡地区周辺を整備計画の予定

エリアとして設定。

■問�　具体的な取り組みは、また、

企業誘致の見込みはどうか。

■答�　（町長）今年度中にエリア内、

約10ヘクタールの規模で第１

期整備計画を策定したい。また、

アンケート調査から、複数の企

業が町内への進出の意向を示し

ている。

■問�　具体的な企業等及び雇用はど

うか。

■答�　（新産業創造室長）太陽光パ

ネルの組み立て製造を行う企業

が考えを示しており、営業開始

時点の最終的な雇用は60名ほ

どと聞いている。

■問�　集積ゾーン計画区域内の概要

について、��範囲と面積、区域

内の住宅戸数と人数、現在の土

地利用の状況を伺いたい。

■答�　（町長）波倉、原地区から下

繁岡、北谷地地区に及ぶ約33

ヘクタールを整備予定エリアと

想定。

　　波倉、原地区はメガソーラー

モデル事業に約14ヘクタール

を活用、計画区域は住家を避け

て整備する計画から、最終計画

では約19ヘクタール程度にな

る見込み、現在、計画エリアの

ほぼ全体が農地と山林になって

いる。

■問�　浜街道、県道広野―小高線が

下繁岡の堤の下から緩やかに

カーブを描いて波倉に通じると

ころから南側のエリアを産業集

積ゾーンとして位置づける考え

はあるか。

■答�　（新産業創造室長）今後企業

の意向関係を把握した中で、逐

次段階的に整備していくことが

賢明と考える。

■問�　工業用水は整備するのか。整

備した場合の概算設備費はどの

くらいか。

■答�　（町長）工業用水を整備した

場合約６億円を町が負担するこ

ととなるため、現在工業用水の

整備は計画していない。

■問�　用地買収等、計画を実現させ

るための整備費はどのぐらい見

込まれるのか、また、財源手当

にはどのようなものが考えられ

るのか。

■答�　（町長）概算の事業費総額は

約13億円になるものと想定。

財源は、福島再生加速化交付金

及び復興特別交付税を活用した

い。

■問�　企業道路として、県道広野－

小高線に加え、町道波倉線の利

用が見込まれるが、歩道もなく

幅員が狭いことから、幹線道路

として拡幅すべきと思うが。

■答�　（町長）国道６号や常磐自動

車道などの幹線道路をつなぐ道

路整備として、町道波倉線の整

備も含め、効果的な路線を選定

した上で広域的な道路ネット

ワークの構築を検討してまいり

たい。

■問�　国のイノベーションコースト

構想や福島第二原子力発電所の

動向をにらみ、長期的な視野に

立った戦略的取り組みが必要で

ある。復興計画実現の可能性を

町長はどう認識しているのか。

■答�　（町長）既にモックアップ施

設の整備が進められており、今

後は関連する産業、研究施設等

の進出が見込まれるものと考え

ている。

　　イノベーションコースト構想

や町復興計画との整合性を図り

つつ、新たな産業の創出による

雇用の確保に向け、鋭意努めて

まいりたい。



い
っ
ぱ
ん
質
問

10平成27年８月１日　発行 10

いっぱん
質問 町政を問う! 猪 狩  　 守　議員

◆葉町土地利用アクション

　プランについて

■問�　復興住宅の造成は、いつ頃か

ら始めるのか。

■答�　（町長）中満地区に計画して

いる災害公営住宅の造成、設計

並びに用地取得を進め、平成

28年度末までの完成、入居開

始を目標としている。

　　災害公営住宅団地は、123

戸を計画、自力再建住宅用地も

町内及び町外からの需要を勘案

しながら、段階的に整備を進め

ていきたい。

■問�　コンパクトタウン内の宅地造

成地で地盤が軟弱なところはど

のような形で造成をするのか。

■答�　（町長）本事業区域内におい

て約1.3mほどの軟弱層がある

と考察しており、充分に造成設

計に取り入れながら適正な地盤

調査、地盤設計を進めてまいり

たい。

■問�　土盛りの土などはどこから

持ってくるのか。

■答�　（建設課長）道の駅ならはの

６号線の対岸にある町有林から

土どりを進める。

■問�　28年度の工程内で完成する

のか。

■答�　（建設課長）２期、３期とい

うふうに段階的な整備をしてい

くことによって、先行的な入居

を可能にしていきたいと考えて

いる。

■問�　宅地分譲ゾーンも今回の災害

公営住宅と同時に開発はするの

か。

■答�　（建設課長）段階的にコンパ

クトタウンの中に分譲ゾーンと

いうことで、商業ゾーンと災害

公営住宅とあわせ整備してい

く。

■問�　商業ゾーンの造成は、いつ頃

から始めるのか。

■答�　（町長）今年度中に復興住宅

の整備にあわせ、造成工事に着

手をしたい。最終的な商業ゾー

ン全体の整備については平成

28年度末までの完了を目指す。

■問�　商業ゾーンには何店舗ぐらい

入る予定なのか、商工会のほう

には打診してあるのか。

■答�　（新産業創造室長）スーパー

１店と飲食店等２店が現在検討

しているところ。商工会も含め、

事業者と打ち合わせを進めてい

る。

■問�　共同店舗の規模はどのくらい

か。

■答�　（新産業創造室長）食品スー

パー等が約1,000㎡、その他

飲食店等が500㎡、全体で約

1,500㎡程度の施設を検討。

出店（薬局、文房具、ホームセ

ンター等）については現在交渉

を進めている状況。

■問�　南地区では店舗が一つもない

状況となるが。

■答�　（新産業創造室長）今後の町

民帰町の動向を勘案しながら、

状況に応じて事業者にお願いを

していきたい。

◆町民の帰還に向けて作業員

　宿舎の集積について

■問�　現実的な構想はあるのか。

■答�　（町長）本町を初めとする双

葉郡の復興を進めるためには除

染や廃炉に向けた作業員宿舎は

必要不可欠であることから、集

約する方向で検討を重ねてき

た。

　　現時点で町内にあるゴルフ場

の活用について所有者と交渉を

進めているところ。

■問�　現在、町にはどのくらいの作

業員宿舎があるのか。

■答�　（環境防災課長）宿舎等で

許認可しているものが10軒、

921名。

■問�　集約した場合どの程度の規模

となるのか。

■答�　（新産業創造室長）500～

1,500人程度収容できる仮設

宿舎を考えている。

■問�　現在の進捗状況はどうなって

いるのか。

■答�　（町長）所有者からは町復興

のため、ご協力いただけるとの

意向も伺っている。今後速やか

に交渉を進め、作業員宿舎集約

場所としての整備ができるよう

進めていく。
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いっぱん
質問 町政を問う! 関 本  範 貞　議員

◆避難指示解除と帰町判断に

　ついて

■問�　フォローアップ除染の進捗状

況を伺いたい。

■答�　（ 町 長 ） 調 査 対 象 世 帯 約

2,500世帯のうち、フォロー

アップ除染の対象となった世帯

が584世帯であり、５月末時

点で514世帯が完了している

状況。

　 　また、対象外であっても、要

望に応じ調査員を派遣し、可否

について検討する体制が構築さ

れたところ。

■問�　未除染のところが多く見受け

られると思うが。

■答�　（放射線対策課長）除染に対

して拒否の意思のある方など、

現在、15件程度残っていると

聞いている。

■問�　除染仮置き場・解体家屋仮置

き場の現在の状況を伺いたい。

■答�　（町長）除染仮置き場は町内

24カ所、除染土壌等の袋の数

は４月末時点で約57万2,000

個となっており、フォローアッ

プ除染で出た汚染土壌等につい

て随時搬入されている状況。今

後も保管量が増加することが想

定される。

　 　解体家屋の仮置き場は前原地

区に整備され、順次解体廃棄物

を搬入保管している。

■問�　廃棄物移送が開始されたら、

徐々に一つにまとめていく考え

はあるのか。

■答�　（放射線対策課長）ある程度

集約していくという考え方も必

要と考えているが、除染廃棄物

については、各地区の理解を得

るのが難しい部分がある。

■問�　防災林計画などを利用し集約

するのも一つの考えかと思う

が。

■答�　（放射線対策課長）仮置きを

した場合に事業の進捗によっ

て、さらにまた移動するという

ふうなことが考えられる。県の

事業であるため協議をしながら

進めてまいりたい。

■問�　町では準備宿泊を実施してい

るが、実状を伺いたい。

■答�　（町長）現在町民の１割弱が

宿泊の登録を行っており、実際

には日々平均して100世帯ほ

どが宿泊していると見込んでい

る。

■問�　構成人員や年齢別などは把握

しているか。

■答�　（復興推進課長）全体の数字

は673名で、年齢別では0～

19歳が39名で全体の5.8％、

20～39歳 が56名 で8.3 ％、

40～59歳が179名で26.6％、

60～79歳が315名で46.8％、

80歳以上が84名で12.5％。

　�　男女別では男が349名、女

性の方が324名。

　 　南北別では北が383名、南

地区が290名の登録となって

いる。夜の滞在は比較的南のほ

うが多いという結果。

■問�　他の地域での準備宿泊期間が

最大で８カ月ぐらいだったと記

憶しているが、楢葉町では、ど

のくらいと予測しているか。

■答�　（町長）これを決めるのは国

となる。国が行う解除につい

て、町としても心配されないよ

う今後も申し入れをしてまいり

たい。

■問�　木戸ダム湖底の除染は、どの

ようになっているのか伺いた

い。

■答�　（町長）木戸ダム湖底土の除

去について、国に強く要望して

きている。現時点では技術的な

状況から対策が決定されていな

い。新たな技術開発や実証実験

等を含めた湖底の汚染土壌の除

去について、引き続き要望して

いく。

■問�　企業団の24時間モニタリン

グ等でセシウムやヨウ素は測っ

ているが、プルトニウムやスト

ロンチウムは測っているのか。

■答�　（放射線対策課長）ストロン

チウムは定期的に国で調査し、

現時点では確認されていないと

いう調査結果が公表されてい

る。プルトニウムは質量が重く、

調査により広範囲には拡散して

いない状況が確認されている。
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５月臨時会で議決された事項についてお知らせします
【会期　平成27年５月19日：１日間】

平成27年
臨時会

専決処分の承認

◆葉町税条例等の一部改正

　地方税法改正に伴う一部改正。

【全員賛成：承認】

◆葉町税特別措置条例の一部改正

　原子力発電施設等立地地域の振興に関する特

別措置法第10条の不均一課税に伴う措置が適

用される場合等を定める省令の改正に伴う一部

改正。【全員賛成：承認】�

◆葉町国民健康保険税条例等の一部改正

　国民健康保険法施行令改正に伴う一部改正

【全員賛成：承認】

◆平成26年度一般会計補正予算

　歳入歳出予算から7,837万５千円を減額し、

それぞれの総額を128億6,142万５千円とす

る。【全員賛成：承認】

工事請負契約締結・変更

◆デイサービスセンター・やまゆり荘整備工事

【全員賛成：可決】

・契約相手　（合）諸橋建設工業

・契約金額　7,560万円

◆葉町防犯灯改修工事【全員賛成：可決】

・契約相手　㈱オーム電気

・契約金額　１億5,444万円

◆サイクリングターミナル・しおかぜ荘等災害

復旧工事契約金額の変更【全員賛成：可決】

・契約相手　（合）諸橋建設工業

・変更前　　５億6,700万円

・変更後　　５億8,958万6,040円

平成27年度補正予算

◆一般会計補正予算（第１号）

　歳入歳出予算に３億9,400万円を追加し、そ

れぞれの総額を204億2,600万円とする。

【全員賛成：可決】

◆下水道特別会計補正予算（第１号）

　歳入歳出予算に1,228万８千円を追加し、そ

れぞれの総額を８億2,208万８千円とする。

【全員賛成：可決】

葉町議会委員会条例改正

　楢葉町課設置条例改正に伴う改正

【全員賛成：可決】

葉町いわき出張所谷川瀬分室にて開催された最後の議会（５月臨時会）
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＝�各委員会の活動状況などについてお知らせします�＝

【調査日： 平成27年４月20日】（説明：環境省、放射線対策課、環境防災課）

　当該施設の搬入路が楢葉町側となり、住民の帰還に大きな影響があるため調査を行ないました。

◆計画（案）

　大量に発生している廃棄物問題の早期解決のため、

特措法の基準に基づき既存の管理型処分場を活用し埋

立処分を行いたく計画。

◯埋立対象物

・双葉郡８町村の住民帰還後の生活ごみ＜約2.7万㎥＞

・対策地域内廃棄物等＜約44.5万㎥＞

・福島県内指定廃棄物＜約18.2万㎥＞

◯事業期間

・双葉郡８町村の生活ごみ　約10年間

・対策地域内廃棄物及び指定廃棄物　約６年間

◯処理方法・維持管理

・セメント固型化等。

・�シートや土壌層敷設による雨水浸透抑制及び放射性

物質の吸着対策を実施し、放射性物質の漏出を防ぐ。

・�施設定期点検、空間線量、地下水等のモニタリング（結果は環境省において公表）。

・�環境省が事業主体となり、責任者が常駐し、処分や施設の管理を確保。

　この調査で、国としては従来の施設を利用し、廃棄物の処分を進めたい方針であることを改めて確認し

ました。

　この施設は、搬入路が楢葉町側となるので、安全協定も含め楢葉町側の周辺地域からの理解が充分に得

られなければ計画の推進が困難であると考えられます。

　廃棄物処分施設の必要性は充分に理解できますが、本計画が放射性廃棄物の恒久的処分を目的とするも

のであることを鑑みれば、地域の意見等に応じ、柔軟に対応できる方策を検討すべきとの結論となりまし

た。

【調査日： 平成27年５月25日】（説明：復興推進課）

◆進捗状況

　各主要施策ごとの取組について、計画どおり進捗しているものがおおむね７割程度。

　帰町後実施予定の施策に関し、検討準備が進捗しているものがおおむね６割程度。

◆コンパクトタウン整備計画

・災害公営住宅整備事業は平成28年度末の建築工事終了が目標。

・商業施設整備事業は、平成28年度末の建築工事終了が目標。

・県立仮設診療所は、平成28年２月頃の開業が目標。

・宅地分譲エリアは、購入の状況に応じ造成を進める計画（全60区画程度を予定）。

◆フクシマエコテッククリーンセンター調査について

◆第二次復興計画に伴う取組の進捗状況等調査について

総務環境常任委員会

環境省から説明
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◆竜田駅東側地域開発事業計画

・�計画面積は約８ha：20年の長期居住エリアとして、東京電力

において350戸程の寮を整備予定。

・�駅東側地域造成及び町道木屋－小六郎線、町道高橋－堂ノ前

線については、平成28年夏頃完了予定。

・�駅前広場から駅を横切る自由通路は、国との調整や設計に若

干遅れが生じている。

　この調査により、遅滞や解決すべき課題が多くあることが確

認されました。

　残されている課題等については、埋却家畜の処理や２次医療・

救急医療、防災拠点整備、高齢化に伴う対応策、住宅、商店等々、

生活する上で必要不可欠なものや帰還後の生活・地場産業の再

生などの不安材料となるものであり、帰還意思に影響を及ぼす

恐れがあるため、早急に解決策を講ずる必要があるものと思わ

れます。

　また、各取組について町民の関心度が低いものがあり、更な

る対策等を検討し、広く周知すべきと考えられます。

　加えて、住民の減少と高齢化（移住者受入れ）、未除染個所の解消等も早急に進めるべき課題であるこ

とが指摘されました。

　以上のことから、帰還時に全取組が完了することは困難であることが感じられる結果となりました。

　なお、本調査対象は進捗途上であるため、引き続き調査を継続していきます。

【調査日：平成27年４月20日】（説明：環境省、建設課）

　家屋解体について、住宅の建替えや今後の土地利用等に

大きく関わるため、調査を行いました。

◆対象　

○�被災家屋　震災により被災した家屋（り災証明半壊以上、�

り災証明対象外で半壊相当以上）

・�半壊以上の内訳

　半壊�約400件、大規模半壊�約75件、全壊�約60件

・解体申請件数　平成27年２月末現在約900件

○�荒廃家屋　長期避難により、著しく荒廃した家屋でり災

証明一部損壊以上の判定を受けた家屋。

・申請期間　平成27年３月17日～平成27年９月30日

◆解体実績及び今後の予定

・平成27年度中に解体を進め、平成28年度内には完了する予定。

・平成27年３月末までに236件が解体済み。

・平成28年度については、約800件程度を解体する予定。

・早期解体及び建替えを検討している方に関しては個別対応する。

・実施体制は一班あたり５人～６人編成で25班体制（解体用重機等を使用）。

・１物件あたりの解体期間は平均２週間程度（１ヶ月で約50件程度）。

◆解体廃棄物

　分別し再利用、それ以外のものは焼却等の処理。現段階では前原地区の仮置き場に搬入し管理している。

◆家屋解体に伴う実態調査について

経済福祉常任委員会

解体現場を視察
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　調査の結果、解体については、概ね計画どおりの進捗が確認できました。

　なお、廃棄物処理に関して、個人で実施している家屋工事で出た廃材の処分が問題となっている状況が

あり（業者処分が原則であるが警戒区域内の廃棄物であるため処分に窮する例ある。）、家屋解体との不公

平感を解消するための対策が必要であると考えられます。

【調査日：平成27年５月12日～14日】

（調査場所　広島市役所・公益財団法人放射線影響研究所・広島大学放射線医科学研究所）

　放射線被ばく線量と健康障害及び長期にわたる低線量被ばくの人体への影響等について、専門的かつ体

験に即した正確な情報を得るため、長期にわたり多くの知見を有する、広島市役所及び公益財団法人�放

射線影響研究所、広島大学放射線医科学研究所において調査を行ないました。

≪広島市による原爆被爆者の対策等≫

　広島市役所において、所管課（広島市健康福祉局原爆被害対策部調査課）から説明。

◆推定直接被爆人口及び推定死亡者数（昭和20年当時）

・推定直接被爆人口34～35万人

・推定死亡者数14万人、誤差１万人

◆被爆者数（平成26年３月31日現在）

・�広島市：６万1,666人

　　　　　（全国の総数では19万2,719人）

・被爆者平均年齢：78～79歳

◆被爆者対策

　国の責任において、「原子爆弾被爆者に対する援護に

関する法律（平成６年制定）」を制定し、被爆者への援護対策を実施。

◯対策の概要

　健康診断の実施（被爆者二世も含む）、医療費の給付、手当等の支給、健康相談、介護保険利用助成、

医療機関・各種調査研究機関・各種援助実施団体等の整備、在外被爆者援護など。

◯広島市の援護等

　国による援護対策の補完と効果的な推進を図るため要綱を制定し、介護手当付加金や被爆身体障害者福

祉手当支給や被爆者相談、介護保険サービス利用経費助成等の対策を実施。

◆被爆者健康手帳について（昭和32年に制定。これ以前は対策が無かった。）

◯対象

・�直接被爆者：原爆投下時当該地区に在った方（広島県広島市内、安佐郡祇園町、安芸郡戸坂村、中山

村、府中町の一部など）。

・入市者：昭和20年８月20日までに爆心地から概ね２㎞の区域内に立ち入った方。

・当時、救護看護、死体処理に従事した方等。

・胎児：昭和21年５月31日までに生まれた方。

※�現在でも年間約300件程度の申請があるが、70年以上経過し、客観的判断材料が少なくなってきてお

り、認定判断が困難になってきていることなどの課題がある。

◆放射線リスク等に関する調査について

広島市役所
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◆認定被爆者について

　厚生労働省が審査会において認定。認定については、現在も全国で訴訟等が起きており、基準の見直し

などが継続的に要望されている。なお、認定に関し、線量が問題としてあがることはほぼ無く被爆状況や

医学的知見を踏まえ、高度の蓋然性が在るか経験則に照らし判断することとしている。

≪放射線被ばく線量と健康障害≫

　公益社団法人放射線影響研究所並びに広島大学放射線医科学研究所において調査を実施。

◆被ばくの人体への影響

◯等価線量（単位Sv）

　�　放射線加重係数（放射線の種類による生体

への影響を考慮）各臓器でのリスク評価に用

いる。

◯実効線量（単位Sv）

　�　部分的に曝露を受けた場合、臓器への確率

的影響から全身に及ぼす影響を評価（部分的

に曝露した臓器については、リスクが高くな

るが、全身に及ぼす影響は低くなるというも

の）。

◆外部被ばくと内部被ばく

◯外部被ばく

　ほぼガンマ線によるもので、一般生活で環境中放射線では、ほぼ被ばくしない。

◯内部被ばく

・�放射性元素により吸収されやすい臓器が異なる（ヨウ素：甲状腺、ストロンチウム：骨、セシウム：筋

肉、全身など）。

・�リスクについては、吸収された組織で等価線量から評価。

◆放射線の健康影響

◯確定的影響

・�放射線によって細胞や組織が破壊され障害が起

こる（比較的高線量で起こる）。

・�しきい値（それより低ければ治癒力で回復する

値）があり、線量と重症度が比例。

※�しきい値0.5Sv以上になると健康に影響する

ものと考えられる。�

◯確率的影響

・�ＤＮＡが損傷し、起こる影響で線量に応じ確率

的に生じる。低線量での影響は不明確（放射線防護の観点からはしきい値は無いものとされている）。

・�がんの発生と確率的影響の関連については、現在のところ証明されていない。

◆確率的影響に関する長期疫学調査

　原爆被害者、核実験等、放射線作業従事者、医療、自然高線量地域等に関する調査を実施している。

放射線影響研究所にて説明

放射線影響研究所内を視察
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◆線量率

　同じ線量の被ばくが短時間（高線量率）か長時間（低線量率）かによりリスクが異なり、一般的に低線

量率被ばくについては、健康影響は低いとされている。

◆低線量被ばくの影響評価の難しさ

　生活習慣や環境、医療など他の因子の影響を除き

にくいため、正確な被ばく線量評価が難しい。

◆国際的並びに政策的な放射線防護の考え方

　基本的には、各研究機関からの報告に基づき国際

的な原子力機関等において、基準を設けている。

　リスク評価が不明瞭な水準や現存被ばくの場合、

何らかの基準を設けなければならない。

◆被ばく状況

・計画被ばく：線源が制御可能な状況（医療等職業被ばく）。

・緊急時被ばく：事故等による緊急事態。

・�現存被ばく：管理決定時に既に存在する被ばく状況で、緊急事態後の長期被ばく状況を含む（福島の状

況）。判断が難しく、考えながら対策を行わなければならない。

◯被ばく参考レベル（具体的には政府が決定。）

・20～100mSv2：緊急事態など最も線量が高い時期。

・1～20mSv：事故等からの復旧時�ほか。　　　

≪調査の結果≫

　この調査において、楢葉町を含む原発被災地域と調査

地における大きな違いとして、被ばくの判断に線量が判

断材料として含まれないことが解りました。これは、被

爆者健康手帳制度が制定された当時の科学的知見が乏

しかったことが大きな要因であったことが挙げられま

した。このことから、原発被災地域における個人レベル

による線量の集積が知見等の充実をはかる観点からも

意味があるものと考えられます。

　低線量放射線被ばくと健康障害については、低線量の

基準（線量及び被ばく時間）について、学術的な基準は

定めておらず、リスク評価が曖昧となる部分が低線量と

されており、研究調査段階において、未だ不分明であることが確認できました。

　以上のことから、低線量における健康リスクに関しては、学術的には他の要因との区別が困難であり、

調査結果も曖昧であるため、数値として基準を示すことは難しいことが解りました。

　政策的な安全基準は、関係機関や政府等により判断することとなりますが、その根拠となる学術的なデー

タ等について、低線量に関しては、専門的機関などの調査・研究においても判然としていないという結果

となりました。

広島大学放射線医科学研究所

広島大学 神谷研二教授から説明
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全員協議会で、協議された事項についてお知らせします。
全　員
協議会

住民懇談会及び今後の対応【説明：原子力災害現地対策本部】

≪開会日：平成27年５月25日・６月17日≫

　原子力災害対策本部による住民懇談会が４月25日から５月10日の間に計12回開催、合計478名

の方々が出席し様々な意見が出された。

◆懇談会における意見概要

Ｑ�．ダム湖底浚渫。

Ａ�．飲料水安全対策等の丁寧な説明と施設見学な

ど安心に対する更なる工夫を検討。

Ｑ�．原発に対する不安。

Ａ．安全確保の取組の継続と説明に努める。

Ｑ．買い物、医療、福祉等の施設の充実。

Ａ�．事業者等に対する事業再開依頼や県立診療所

ややまゆり荘等の再開に向けた取組みを実施。

Ｑ．放射線量・除染に対する不安。

Ａ�．不安な個所等の調査と結果に応じたフォ

ローアップ除染の実施。丁寧な説明や相談

会を引き続きの実施。

Ｑ�．住宅について修繕業者の手配や修繕に伴

う廃材の処理

Ａ�．住宅再建相談や業者紹介の継続実施。廃

材処分は個別に対応する。

◆避難指示解除

　帰還を希望される方々がお盆前にはふるさとでの生活を取り戻せるよう、避難指示解除に向けた手

続きを進めたいと考えている。解除後も支援策をしっかり実施していく。

◆質疑概要

Q�．住居や医療等は未だ計画のみ、生活環
境が整っていない。現地が整備されてか
ら解除すべき。

A�．生活に対する不安は重く受け止めるが、
解除については、現状の強制的避難に対
する規制並びに避難に伴う悪影響の緩和
という考え方である。

Q．準備宿泊を延長すべきではないか。
A�．実態を踏まえ、帰還したい方が制限無く家に戻
れるようにしたい考え。

Q�．解除まで余裕が無い。課題解決には時間が必要。
町民等の意見を聞くべき。

A�．これまで様々な場で意見等を集約してきており、
そこでの課題は解除後もしっかり解決に向け努め
ていく。今回の意見も受け止め中身の検討を重ね
たいと思う。

原子力災害現地対策本部長による説明（高木経済産業副大臣）
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葉町除去土壌等輸送車両の運行（案）【説明：環境省】

≪開会日：平成27年５月19日≫

　本格輸送を安全かつ確実に実施するため試験輸

送（パイロット輸送）を実施する。

▽試験輸送地区

下小塙・波倉・乙次郎・山田浜（小堤含む）の

仮置場から双葉町の保管場へ輸送する。

▽対象・数量

対象　除染土壌（不燃物）　

数量　1,000㎥（大型土のう部袋1,000袋程度）

　※�下小塙、波倉、乙次郎、山田浜が各100袋、

小堤が609袋。

▽搬出の期間

　３ヶ月程度（作業時間7：30～18：00）

▽輸送車両には運搬車と解るように明示する。

◆質疑概要

Q．線量別に積載制限は行なうのか。

A�．制限はないが全車両測定を実施し、線量等

を記載したカードを配布する。

Ｑ�．横転等の事故時の対応は。

Ａ�．企業体と連携し急行できる体制をとってい

る。

Q．輸送ルートについて。

A�．住民の意見等により見直しをする可能性が

ある。

Q�．他の地域でのパイロット輸送で問題が起き

ているか。

A．現在のところ大きな問題はない。

環境省福島復興再生事務所による説明

≪留意事項≫

・一つの案件ごとに作成。

・�提出年月日、住所、氏名、電話番号を記

載し押印。

・�請願者が多数の場合は、ほか○○名と付

記し、別紙として、全員分の住所、氏

名、押印がされている連名書または同意

書等を添付。

・�請願には必ず、議員1名以上の署名押印

が必要（陳情の場合必要なし）。

・�内容には、何をどの様に処理してほしい

か等具体的に明記。

・�意見書や要望書等の提出を求める場合

は、その案文を必ず添付。

・�提出は、次期定例会のおおよそ10日前

までに提出。

・その他、関係する書類等があれば添付。

◆お問い合わせ先　　葉町議会事務局　０２４６－２５－２５５１

　請願・陳情書の記載内容や添付書類などに不備がある場合、受け付けが出来ないことがござ

いますので、ご注意ください。

請願・陳情書を提出される方へ
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議会の活動等について【４月～６月】

日付 ４　月

１ 辞令交付式（いわき市）

2 教職員着任式（いわき市）

3
経済産業副大臣と議会との意見交換会
（いわき市）

6
楢葉南・北小学校入学式（いわき市）

楢葉中学校入学式（いわき市）

7 あおぞらこども園入園式（いわき市）

12
高久第10仮設自治会花まつり
（いわき市）

13
復興副大臣・政務官等との意見交換会
（福島市）

15 薩摩川内市議会来庁（いわき市）

17 例月出納検査（いわき市）

19 双葉支部春季連合検閲式（楢葉町）

20
東日本大震災及び原子力災害に関する
特別委員会調査（楢葉町）

日付 ５　月

12

東日本大震災及び原子力災害に関する
特別委員会研修（広島県）

13

14

15 議会運営委員会（いわき市）

18
双葉地方広域市町村圏組合議会
保健衛生常任委員会（広野町）

19

平成26年第４回５月楢葉町議会臨時会
（いわき市）

楢葉町議会全員協議会（いわき市）

20 町村議会広報研修会（郡山市）

21

福島県原子力発電所所在町協議会
幹事会（楢葉町）

双葉地方広域市町村圏組合議会消防
厚生常任委員会（広野町）

22
双葉地方広域市町村圏組合議会総務
常任委員会（広野町）

23 南北小学校春季大運動会（いわき市）

25

楢葉町議会全員協議会（いわき市）

東日本大震災及び原子力災害に関する
特別委員会調査（いわき市）

26
全国町村議会議長・副議長研修会
（東京都）

27

28
全国原子力発電所所在市町村協議会
総会（東京都）

29

双葉地方広域市町村圏組合議会定例会
（広野町）

第１回双葉地方土地開発公社理事会
（広野町）

福島県原子力発電所所在町協議会総会
（楢葉町）

日付 ６　月

3 議会運営委員会（いわき市）

4 楢葉町議会合同委員会（楢葉町）

5

福島県町村議会議長会第１回定期総会
（福島市）

双葉地方町村議会議長会
議長・事務局長研修会（福島市）

9

平成27年６月楢葉町議会定例会
（楢葉町）

10

11

15 あやめ祭（会津美里町）

16 例月出納検査（いわき市）

17 楢葉町議会全員協議会（楢葉町）

18 例月出納検査（楢葉町）

24
双葉地方町村会・議長会要望活動
（東京都）

25
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 葉 町 議 会
双葉郡葉町大字北田字鐘突堂５－６

☎(葉)0240-23-6132　(いわき)0246-25-5561　Fax0246-25-5564

平成27年９月定例会は、９月中旬ごろ開催の予定です。

葉町議会が優良議会として表彰を受けました

● 場　所
　�楢葉町役場庁舎�３階�議場

�（双葉郡楢葉町大字北田字鐘突堂５－６）

≪問い合わせ先≫

�葉町議会事務局
 ☎（楢　葉）0240-23-6132

　　　（いわき）0246-25-5561

��　　　　Fax�0246-25-5564

【開会日は、予定ですので変更となる場合があります。 予めご了承ください。】

※ 議会を傍聴される際には、決まりを守り静粛に傍聴されるようお願いいたします。

なお、席には限りがありますので、予めご了承ください。

◆ 傍聴の際守っていただくこと ◆
①携帯電話等は電源を切るか、音を発しないよう設定すること。又、通話、撮影、録音を行わないこと。

②傍聴人は、傍聴席にあるときは、静粛を旨とし、次の事項を守らなければならない。

③議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。

④談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。

⑤飲食又は喫煙をしないこと。

⑥みだりに席を離れないこと。

⑦不体裁な行為又は他人の迷惑となる行為をしないこと。

⑧その他議場の秩序を乱し、又は議事の妨害となるような行為をしないこと。

　６月５日に開催されました平成27年度福島県議会議長会総会において、楢葉町議会の活動

が認められ、優良議会として表彰されました。

　震災以降の議会の活動が高く評価され、受賞の栄誉を得ることができました。

　今後もこれに慢心することなく、誠心誠意、町復興のため邁進してまいります。


